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マニフェストの交付と管理 
 

マニフェストの交付と管理は、産業廃棄物の処理において、処理委託契約書とセッ

トでの運用が廃棄物処理法でも定められているものですので、しっかりと理解してお

きましょう。 

マニフェストには、二つの役割が与えられています。一つは物流管理票として運搬

が確実に行われたことを証する役割、もうひとつは、処分証明です。これらの役割を

1 つの伝票にもたせることで廃棄物の適正処理をサポートするしくみの一端を担わ

せることにしたものです。 

マニフェストの交付は、排出事業者に課せられた法律上の義務で、排出事業者は廃

棄物を業者に引き渡す際に、マニフェストも同時に交付する必要があります。 
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マニフェストの種類 

マニフェストには、複写式の紙伝票を利用するもの（紙マニフェスト）と、電子情

報技術を利用するもの（電子マニフェスト）があります。 

 

紙マニフェストの様式 

紙マニフェストの様式は、法定書式が定められています。紙マニフェストを使用す

る場合は、定められた様式のものを使用しなければなりません。 

 

  

③ ①②に違反した者については、措置命令（第 19条の 5）の対象に追加。また、

1年以下の懲役又は 100万円以下の罰金 
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様式第二号の十五（第八条の二十一関係） 

 

※省令で定めるマニフェストの様式です。 

（廃棄物処理法施行規則第８条の２１・様式第２号の 15 平成２３年４月１日施行） 

 

  

産 業 廃 棄 物 管 理 票 
交付年月

日 

平成  年 月 

日 
交付番号  

交付担当

者 
氏名 

事業者 

氏名又は名称 

事業場 

名称 

住所〒 

電話番号 

所在地〒 

電話番号 

産業廃棄

物 
種類 数量 荷姿 

中間処理

産業廃棄

物 

管理票交付者（処分委託者）の氏名又は名称及び管理票の交付番号（登録番号） 

最終処分

の場所 
所在地 

運搬受託

者 

氏名又は名称 
運搬先の

事業場 

名称 

住所〒 

電話番号 

所在地〒 

電話番号 

処分受託

者 

氏名又は名称 

積替え又

は保管 

所在地〒 

電話番号 住所〒 

電話番号 

運搬の受

託 

（受託者の氏名又は名称） 

（運搬担当者の氏名） 
受領印㊞ 

運搬終了

年月日 

平成  年 月 

日 

有価物拾集

量 
 

処分の受

託 

（受託者の氏名又は名称） 

（処分担当者の氏名） 
受領印㊞ 

処分終了

年月日 

平成  年 月 

日 

最終処分終

了年月日 

平成  年 月 

日 

最終処分

を行った

場所 

所在地 

（記載上の注意） 

1. 日本工業規格Ｚ8305に規程する８ポイント以上の大きさの文字及び数字を用いること。 

2. 余白には斜線を引くこと。 

3. 「数量」及び「有価物拾集量」の欄は、重量又は体積を単位とともに記載すること。 

4. 「荷姿」の欄は、バラ、ドラム缶、ポリ容器等、具体的な荷姿を記載すること。 

5. 運搬又は処分を委託した産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合

は、「種類」の欄にその旨を、「数量」の欄にその数量を記載すること。 
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電子マニフェスト 
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紙マニフェストの運用フロー 

 

紙マニフェストの送付の確認 

受託した処理業者は、紙マニフェストを、運搬終了あるいは処分終了後 10日以内

にそれぞれの票を返送しなければなりません。 
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 もし、返送期限を過ぎても処理業者からマニフェストが返送されなかった場合、排

出事業者は、処理の状況を把握し、生活環境保全上問題のないように対応しなければ

なりません。そして、そのために何を行ったかを都道府県知事に３０ 日以内に報告

することが義務付けられています。 

 
紙マニフェストには、５ 年間の保存義務が廃棄物処理法で定められています。紙

マニフェストの交付・回付・送付を行なった者は、それぞれの送付を受けた日又は、

送付した日から５ 年間保存しなければなりません。 
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紙マニフェストの記入 

 

 

①交付年月日・・・・産業廃棄物を引き渡す日を記入しますが、あらかじめ処理業者

によって印刷しているものを使用する際、交付担当者が記入し

忘れている場合がありますので、マニフェストの交付を受ける

際に、交付担当者又は、運搬受託者の運搬担当者が記入されて

いるかどうかを確認するようにしてください。 

 

②整理番号・・・・排出事業者がこのマニフェストを特定できる独自の管理番号を記

載して下さい。 

 

④事業者（排出者）・・・・排出事業者の氏名又は名称、住所、電話番号を記入しま

す。委託契約書の甲の欄と相違がないよう注意して下さい。 

 

⑤排出事業場・・・・産業廃棄物の排出場所の名称、所在地、電話番号を記入します。 

 

⑫備考・通信・・・・産業廃棄物の取扱い上、注意を要するものがある場合、その産

業廃棄物の特性や注意事項その他産業廃棄物の適正処理に必

要な連絡事項を記載します。 
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⑬中間処理産業廃棄物・・・・一次マニフェストでは記載しません（斜線を引く）。

二次マニフェストを交付する際、中間処理業者が記載

します。本欄は、「帳簿記載のとおり」をチェックし、

コレを省略して差し支えありません。 

 

⑭最終処分の場所・・・・最終処分を行う予定先の事業場の名称、所在地、電話番号

を記載します。排出事業者は、中間処理を委託する場合で

あっても処分受託者との委託契約に基づき、記載しなけれ

ばなりません。委託した産業廃棄物について、中間処理後

に一部分が再生され、処理残さが埋め立て処分される場合

には、再生処理施設と最終処分場のいずれも記載します。

本欄は、「委託契約書記載のとおり」をチェックし、コレ

を省略して差し支えありません 

 

⑮運搬受託者・・・・排出事業者がマニフェストを交付するときに記入します。 

 

⑯運搬先の事業場・・・・処分事業者（処分施設）の名称、所在地、電話番号を記載

します。 

 

⑰処分受託者・・・・⑮と同じ 

 

⑱積替え又は保管・・・・積替え保管を行なう場合に、積替え保管場所の名称、所在

地、電話番号を記入します。 

 

⑲運搬の受託・・・・運搬担当者が産業廃棄物を受領した時に会社名、運搬担当者名

を記入します。 

 

⑳運搬終了年月日・・・・運搬担当者が運搬を終えた年月日を記入します。 

 

㉑有価物拾集量・・・・運搬受託者が積替保管の場所で有価物を拾集した場合、拾集

した量を記入します。 

 

㉒処分の受託・・・・処分受託者が産業廃棄物を受領した時に会社名、処分担当者を

記入します。 

 

㉓処分終了年月日・・・・処分受託者が処分を終えた年月日を記入します。 
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㉔最終処分終了年月日・・・・最終処分場で埋立処分を終了したとき、又は中間処理

場で再生処理を終了したときに、埋立処分又は再生処

理の受託をした者が記入します。二次処理を行った時

は、中間処理業者が一次マニフェストに、二次マニフ

ェストの「最終処分終了年月日」欄に記載されている

年月日を転記します。 

 

㉕最終処分を行った場所・・・・埋立処分を行った最終処分の名称、所在地又は再生

を行った中間処理場の名称、所在地を記入します。 

 

㉖照合確認・・・・排出事業者が、それぞれの票が手元に戻ってきた時にＡ票と照合

してその年月日を記入します。 
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帳簿 

帳簿は、産業廃棄物の適正処理を推進するために作成するものです。 

産業廃棄物処理法では、日々の処理業務を計画的に履行し、その結果を正確に把握

するため、（特別管理）産業廃棄物の種類ごとに、業務区分に応じて必要な記載事項

を所定の期限までに記載した帳簿を事業場ごとに作成し、保存しなければなりません。 

次の事業者、処理業者は、産業廃棄物の処分状況を正確に記載した帳簿を作成する

ことが法で定められています。 

 

 

1）産業廃棄物収集運搬業者・産業廃棄物処分業者 

2）特別管理産業廃棄物収集運搬業者・特別管理産業廃棄物処分業者 

3）事業活動に伴って生ずる産業廃棄物を処理するために、産業廃棄物処理施設又は

産業廃棄物処理施設以外の 産業廃棄物の焼却施設が設置されている事業場を設

置している事業者および産業廃棄物を生ずる事業場の外において自ら当該産業

廃棄物の処分 又は再生を行う事業者 

4）特別管理産業廃棄物を生ずる事業者 

 

 

  廃棄物処理法では、帳簿に記載すべき事項は定められていますが、 様式は定められていません。 



新人・新任担当者研修会【マニフェストと帳簿】 

 

 

一般社団法人 兵庫県産業資源循環協会  12 

帳簿の作成 

1）産業廃棄物収集運搬業者・産業廃棄物処分業者 

区分 記載すべき事項 記載期限 

収集又

は運搬 
1. 収集又は運搬年月日 翌月末まで 

2. マニフェストごとの交付者氏名又は名称、交付年月日及び交付番号 
交付日より

10日以内 

3. 受入先ごとの受入量 

翌月末まで 4. 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

5. 積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬出量 

運搬の

委託 

1. 委託年月日 翌月末まで 

2. 受託者の氏名又は名称及び住所並びに許可番号 翌月末まで 

3. マニフェストごとの交付年月日及び交付番号 引渡しまで 

4. 運搬先ごとの委託量 翌月末まで 

処分 1. 受入れ又は処分年月日 翌月末まで 

2. 交付又は回付されたマニフェストごとの交付者氏名又は名称、交付年月

日及び交付番号 

交付日より

10日以内 

3. 受け入れた場合には、受入先ごとの受入量 

翌月末まで 
4. 処分した場合には、処分方法ごとの処分量 

5. 処分（※埋立処分及び海洋投入処分を除く）後の産業廃棄物の持出先ご

との持出量 

処分の

委託 

1. 委託年月日 
翌月末まで 

2. 受託者の氏名又は名称及び住所並びに許可番号 

3. 交付したマニフェストごとの交付年月日及び交付番号 

引渡しまで 

4. 交付したマニフェストごとの、交付又は回付されて受け入れた（特別管

理）産業廃棄物に係るマニフェストの交付者氏名又は名称、交付年月日及

び交付番号 

5. 交付したマニフェストごとの、受け入れた（特別管理）産業廃棄物に係

る第 8 条の 31 の 2 第 3 号の規定による通知に係る処分を委託した者の

氏名又は名称及び登録番号 

6. 情報処理センターへの登録ごとの、交付又は回付されて受け入れた（特

別管理）産業廃棄物に係る管理票の管理票交付者の氏名又は名称、交付年

月日および交付番号 

7. 情報処理センターへの登録ごとの、受け入れた（特別管理）産業廃棄物

に係る第 8 条の 31 の 2 第 3 号の規定による通知に係る処分を委託した

者の氏名又は名称および登録番号 

8. 受託者ごとの委託の内容及び委託量 翌月末まで 
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2）産業廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設以外の産業廃棄物の焼却施設が設置

されている事業場を設置している事業者 

区分 記載すべき事項 

処分をした

とき 

1. 処分年月日 

2. 処分方法ごとの処分量 

3. 処分（埋立処分および海洋投入処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごとの持出量 

 

3）産業廃棄物を生ずる事業場の外において自ら当該産業廃棄物の処分又は再生を行

う事業者 

区分 記載事項 記載期限 

運搬 1. 当該産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地 

翌月末まで 
2. 運搬年月日 

3. 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

4. 積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬出量 

処分 1. 当該産業廃棄物の処分を行った事業場の名称及び所在地 

翌月末まで 

2. 処分年月日 

3. 処分方法ごとの処分量 

4. 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごとの

持出量 

 

4）特別管理産業廃棄物を生ずる事業者 

区分 記載事項 記載期限 

運搬 1. 当該特別管理産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地 

翌月末まで 
2. 運搬年月日 

3. 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

4. 積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬出量 

処分 1. 当該特別管理産業廃棄物の処分を行った事業場の名称及び所在地 

翌月末まで 
2. 処分年月日 

3. 処分方法ごとの処分量 

4. 処分（埋立処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごとの持出量 

 

※石綿含有産業廃棄物が含まれる産業廃棄物については、他の産業廃棄物と区別し「石綿含有産

業廃棄物」として記載する必要があります。「特定産業廃棄物」についても同様です。  
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帳簿の備付・閉鎖・保存 

 

帳簿の備付け、閉鎖、保存については、以下のように定められています。 

1）帳簿は、事業場ごとに備え、毎月末までに前月中の事項について記載を終了する

こと。 

2）帳簿は、1年ごとに閉鎖すること。 

3）帳簿閉鎖後は、事業場ごとに 5年間保存すること。 

 

また、帳簿を備えない、帳簿に記載しない、虚偽の記載をする、保存を怠ると、罰

則が適用されます。（30万円以下の罰金） 
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【確認テスト】  

以下の項目に〇、×で答えなさい。 

 

① マニフェストとは、委託した産業廃棄物を「誰が、いつ、どのように取り扱った

か」を確認するための管理伝票のことである。 

② マニフェストには紙マニフェストと電子マニフェストがある。 

③ マニフェストは、排出事業者が交付するものであり、必ず排出事業者が記入しな

ければならないと法律で決められている。 

④ マニフェストの有価物拾集欄には、積替保管の許可がない収集運搬受託者又は処

分受託者が記載しても良い。 

⑤ マニフェストを交付してから返送されるまでの期間は、特に決まっていない。 

⑥ 産業廃棄物処理業者は、産業廃棄物の処理が終わってから D票、E票ともに 180

日以内に返送すれば良い。 

⑦ マニフェストは交付した A、B2、C1、C2、D、E票とそれぞれ保存開始日が決

まっており、5年間保存しなければならない。 

⑧ 帳簿は排出事業者が作成するもので、収集運搬業者、処分業者に作成の義務はな

い。 

⑨ 帳簿の閉鎖時期は、1年ごとに閉鎖し、5年間保存しなければならない。 

⑩ 帳簿の備付は、法律で定められており、もし、作成しなかったり、虚偽の記載を

した場合、保存をしていなかった場合は、30万円以下の罰金に処せられる。 

 

①  ②  ③  ④  ⑤  

     

⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  

     

 

 


